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奈良市政担当記者様 

報道資料 

令和 6 年 8 月 9 日 

奈良市 観光経済部 産業政策課 

電話 0742-34-4741 

 

株式会社レジデンシャル不動産と立地協定を締結しました！ 

～「出会いに感謝」を企業理念に、中古住宅再生事業を手掛け、移住・定住促進に貢献～ 

 

奈良市では、企業の集積及び雇用機会の増大を図ることによる本市産業の活性化を目的に企業誘

致に取り組んでいます。 

この度、サテライトオフィス等設置推進補助金の助成対象企業として、令和 6 年 6 月 20 日に株

式会社レジデンシャル不動産（本社：東京都足立区）が奈良支店を開設しました。本日 8 月 9 日に、

市は同社と地域の経済振興と雇用創出を目的に立地協定を締結しましたのでお知らせします。 

【同社が奈良市に拠点を構えた理由・今後の展望】 

●事業拡大への期待 

関西のベッドタウンであり、共働き子育てしやすい街として知られる奈良市は、同社事業との親和性 

が高く、多様な人材確保も期待できる。 

●都市のコンパクトさと利便性の高さ 

都市機能がコンパクトに集約され、大阪や京都への利便性が高く、マンション数も多いため魅力あふ 

れる商圏。 

●地域経済活性化への貢献 

新たな付加価値ある暮らしやすい物件のデザインを提案し、住民満足度向上と人口増加に寄与。また、 

地域住民の雇用や、地域の協力会社との取引、さらに地域の子ども食堂の訪問活動を行うなど、地域 

経済活性化に貢献。 

（↑写真左より：レジデンシャル不動産 奈良支店課長 池田 保氏、代

表取締役 内田 廣輝氏、奈良市長 仲川 げん、奈良支店係長 山﨑 尚

吾氏、奈良支店係長 五味 一樹氏、） 

（↑写真左より：レジデンシャル不動産 代表取締役 内田 

廣輝氏、奈良市長 仲川 げん） 
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進出企業概要 

●会社概要 

名 称：株式会社レジデンシャル不動産 

所 在 地：〒120-0034 東京都足立区千住1丁目18番1号 

設 立：平成24年2月 

代 表 者：代表取締役 内田 廣輝 

資 本 金：3,000万円 

従 業 員：261名（令和6年7月現在） 

業務内容：不動産設計デザインコンサルティング業。築年数の経過したマンションに最新のトレン

ドを反映するための設計・デザイン提案を行う。 

 

●事業計画概要 

事業所名：株式会社レジデンシャル不動産 奈良支店 

立地場所：〒630-8115 奈良県奈良市大宮町1－1‐15 ニッセイ奈良駅前ビル3F 

延床面積：約121.23㎡ 

操業開始：令和 6 年 6 月 20 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（位置図） （奈良支店） （ニッセイ奈良駅前ビル） 
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（参考）本市の奈良市進出企業に対するサポート体制について 

奈良市では、「企業立地コンシェルジュ」が、物件探しから従業員様・ご家族様の転居に関する

サポート、大学との連携を含む操業後の支援までワンストップで対応をしています。 

  

 奈良市サテライトオフィス等設置推進補助金 

企業の成長戦略や、BCP 対策の一環として奈良市に進出する奈良県外の IT・クリエイティブ企

業を対象に、開設に必要な初期費用を支援しています。 

 最大５００万円（本社設置の場合は最大６００万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【これまでの実績】 

（１） 株式会社誠勝（本社：東京都新宿区） 

令和 2年 12月に立地協定締結、令和 3年 2月に奈良支店を開設。 

➡16名を新規雇用。関西圏でのデジタルアーカイブ事業の売上を伸ばし、大学連携事業にも取り組む。 

（２） パーソルテンプスタッフ株式会社（本社：東京都渋谷区） 

令和 4年 1月に立地協定締結、同年 4月に「奈良ジョブコーディネートセンター」と「事務センター」を開設。 

➡センター事業の拡大・フロア増床により、奈良市や周辺地域の人材を 180名雇用。 

（３） ジェネロ株式会社（本社：東京都大田区） 

令和 5年 11月に立地協定締結及び奈良支店を開設。 

➡市内での DX人材育成・雇用に向け、DX の基礎から応用まで学べる無料セミナーを毎月開催。 

（４） 株式会社かんでん CS フォーラム（本社：大阪府大阪市） 

令和 6年 1月に立地協定締結及び奈良新大宮センターを開設。 

➡コールセンター事業の拡大に合わせて最大 150名程度の新規雇用を予定。 

（５） 株式会社ワークポート（本社：東京都品川区） 

令和 6年 1月に立地協定締結及び奈良支社を開設。 

➡3 名でスタート後、2 名新規雇用。職業紹介事業者として、求人情報を続々と獲得し、多くの就業に結び

ついている。 


